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ぐるなびの取り組み
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企業概要

総有料加盟店舗数

42,065店/全国約42万の飲食店

※2024年9月現在

開設日 1996年6月

月間UU 3,200万人
（2023年12月）

会員数 2,701万人

楽天ID連携会員 942万人
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「食」を基軸とした持続可能な社会の将来像
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経営戦略における位置づけ

機動的に経営資源を投入し、社会実装、企業価値向上に繋ぐ組織体制を整備

経営戦略の中核に環境配慮農法支援事業を位置づけ、企業価値向上とステークホルダーとの対話を推進

経営資源の投入方針 専門部署の設置と人材育成

• 専門部署の設置
- 2023年6月より経営層直轄の形にて専門部署（グリーンイノベーション事業

推進部）を設置し、クイックネスな意思決定とアジリティの高い推進を実現
- 環境の変化に柔軟に対応すべく、定期的に事業環境の見直しと事業戦略/事

業計画の策定・見直しを実施
- 社内アセットを最大限に活用すべく、横断的に既存事業との連携体制の構築

• 全社事業ポートフォリオにおける本事業への人材・設備・資金の投入方針
人材・設備・資金の投入方針
– 当該事業は当社においても長期的な取組が必要な事業であると位置づけ
ており、短期的な経営指標に左右されず、継続的な資源投入

– 研究開発計画を推し進めるにあたり、当該開発分野を専門に担当してい
る人員を随時投入

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略

【外食産業全体のカーボンニュートラル推進】
– 当社は飲食店に対しカーボンニュートラルに寄与する「サスティナブル経営」の啓
蒙・情報提供を行うとともに、具体的なアクションプラン（例：食品ロス対応、環
境配慮食材・資材の提供等）を提示し、外食産業におけるカーボンニュートラル
への取り組みを支援していく方針

【消費者へのエシカル外食の普及】
– エシカルな基準で店を選択することが新たな価値観として定着するよう、 「ぐるな
び」ユーザー（消費者）に対し飲食店のカーボンニュートラルへの 取り組みや環
境配慮食材・資材の使用状況による飲食店検索機能の提供等、エシカル外食
の普及を進めていく方針

経営判断が行われる会議等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明

• 情報開示の方法
– 気候変動に係るリスク及び収益機会が当社の事業活動や収益等に与える
影響の開示については、TCFD（気候関連財務情報 開示タスクフォース）
の枠組みもふまえて取り組みを行う

– 環境配慮農法支援事業に関する研究開発計画や実証内容、サービスロー
ンチ等について、プレスリリース等を通じて対外的に公開予定

• ステークホルダーへの説明
– 当該事業の見通し・リスクに関しては、毎期の有価証券報告書にて投資家
や金融機関等のステークホルダーに対して説明

– 環境価値農産物の需要家やJ-クレジットの需要家等のステークホルダーに対
し、環境配慮農法支援事業の進捗状況について、公開可能な範囲にて情
報提供
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イノベーション推進体制

プロジェクト責任者と担当部署
• プロジェクト責任者（事業にコミットする経営陣）

– 山田 晃久：専務執行役員 研究開発の進捗管理を担当
– 越川 直紀：常務執行役員 開発部門を統括

• プロジェクトリーダー
– グリーンイノベーション事業推進部長：研究開発・事業推進/社会実装・

標準化戦略を担当
• 担当チーム

– グリーンイノベーション事業推進部：事業開発・事業推進を担当
（38名体制※兼任含む）

– 開発部：システム開発・システム障害対策を担当
（12名体制※兼任含む）

– コーポレート部門：事業継続計画（災害緊急時）、
TCFD（気候関連財務情報）等の対応を担当

- 戦略投資室：GI事業の社会実装/標準化戦略を担当

部門間の連携方法
• 週次プロジェクト内定例にて各タスクの進捗確認を実施
• 役員会議にてプロジェクト全体の進捗報告を実施
• 各組織長間で資源投入に関する調整を実施

組織内の役割分担体制図

戦略投資室

社会実装/標準化戦略
を担当

代表取締役社長杉原 章郎

コーポレート部門

経営企画部
法務コンプライアンス部
管理部

事業にコミットする経営者

グリーンイノベーション
事業推進部長

開発部

システム開発
UI/UXを担当

専務執行役員山田 晃久（研究開発の進捗管理を担当）

常務執行役員越川 直紀（開発部門を統括）

プロジェクト責任者
（事業にコミットする経営陣）

一体的に実施

50名以上の事業体制でプロジェクトを推進

プロジェクトリーダー
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幹事企業としての取り組み

高機能バイオ炭の普及や環境価値農産物の需要拡大に向け、課題横断的にプロジェクトを推進
プロジェクトの進捗管理や個別課題への対応協議を目的とした月次会議を運営し、コンソーシアムの相互連携を強化



プロジェクトについて

8



9

プロジェクトの目指す姿

生産者/実需者メリット

環境価値による有利販売
新たな販路開拓
トレーサビリティの確保
持続可能性に配慮した調達基準に対応

生産者メリット

環境にやさしい農業の実践
収益性の向上
J-クレジットによる副収入
地域資源の有効利用

消費者メリット

食の選択肢の拡大
環境保全に貢献
SDGsの目標達成に貢献
消費を通じて生産者を応援
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研究開発の概要

原料バイオマス（イネもみ殻等）が集積するカントリーエレベータ等に高機能バイオ炭製造（配合）拠点を設置し、
地産地消型で高機能バイオ炭を製造し、農地炭素貯留の取組を全国推進
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高機能バイオ炭等の供給・利用技術の確立（困難性と革新性）

①高機能バイオ炭等の開発
➢ 複数の微生物の組合わせや培養条件
の最適化により、有用微生物の大量培
養・資材化を実現し、微生物機能が付
与されたバイオ炭を開発し、収量増加に
寄与

➢ 農業副産物からバイオ炭等を効率的に
製造する技術等を開発し、バイオ炭の
供給コストを大幅に低減

②高機能バイオ炭等によるCO₂固定効果の
評価・実証等

➢ CO₂の固定に加え、施用に伴う環境価
値の評価法を世界に先駆けて開発・標
準化

GI基金を活用した取組

バイオ炭等の大幅な低コスト化と収量向上
を同時に実現するとともに、環境価値を明
確に評価することで、新たなビジネスを創出
し生産現場への導入を加速化

➢ バイオ炭の施用により土壌の物理性
（透水性、保水性、通気性）が改善
できるものの、肥料成分を供給する微生
物機能を有していないため、農産物の
増収効果はない

➢ 自然界に存在する微生物の多くは培養
増殖・資材化が容易ではない

➢ 多様な地域バイオマス資源からバイオ炭
等を効率的に製造し、微生物機能を安
定的に発揮させる技術が未確立で、供
給面で課題

➢ バイオ炭の施用による環境貢献の度合
いを評価する指標が存在しない

現状と課題

2022年6月3日開催 第7回産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会産業構造転換分野ワーキンググループ
資料5「『食料・農林水産業のCO2等削減・吸収技術の開発』プロジェクトに関する研究開発・社会実装の方向性」よりぐるなび作成

バイオ炭の施用に係るハードルが高く
生産現場への普及が進んでいない
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研究開発の目標

バイオ炭施用農法のコスト縮減、高機能バイオ炭施用による収量性（生産性）の向上、バイオ炭施用を通じた農産
物の環境価値向上の３つの側面から技術開発を行い、バイオ炭施用によるJ-クレジット収入の増加と合わせて、農業
生産現場での導入・普及の実現を図る

労働費

（支出）

収量×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費
赤字

J-クレジット

※支出・収入の科目の構成比はイメージです

労働費

（支出）

収量×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費

圧縮
J-クレジット

拡大

有利販売による増収

拡大

移行

従来の農法による収支
（現状）

本プロジェクトにおける開発計画

研究開発目標

本プロジェクトが目指す農業者の収益構造の変革

農家収益性のさら
なる向上を目指す

バイオ炭施用による経費の増加分を、コストの縮減と、
農家収入（収量×単価）の拡大により賄う

【現状】
・個別農家の経験則によ
る取組
・自家製小規模製炭
・小規模流通

【課題】
・コスト度外視
・バイオ炭原料自己調達
・土壌物理性改善以外
の効果が不明
・化学性変化への懸念
・炭素貯留能不安定
・全国での導入・生産物
流通システム無し

【研究開発上の課題】
・高効率かつ高炭素貯留バ
イオ炭製造
・農地施用の低コスト化（省
力化を含む）、バイオ炭の
多機能化と生産性向上
・全国の多様な農作物への
適用
・バイオ炭（含原料）、農産
物の効果的、効率的流通

【導入効果】
・炭素貯留能の高効率化
（安定的クレジット化）
・生産性向上、コスト縮減に
よる生産者メリットの創出
・全国農地への広範な導入
・環境価値の客観的提示に
よる消費者への訴求
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研究開発のスケジュール

研究開発項目 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028～2030年度

現地実証

有用微生物の探索

高効率バイオ炭の製造

栽培施用体系の確立

システム確立

環境価値農産物の
有利販売

全国70地区での実証 実証地区拡大

3菌株以上特定 製造プラント整備

高機能バイオ炭
3資材以上開発

高機能バイオ炭施用実証、技術指導

システム運用実証（バイオ炭等のICT地域間融通
システム、環境価値評価システム）

環境価値農産物の有利販売検証

本格運用

本格運用

現地実証マニュアル作成

全国50地区での実証

※バイオ炭のみの施用試験 ※順次、高機能バイオ炭の研究試料による施用実証へ移行

システム適合性分析

実証地区の決定

有用微生物を1菌株以上特定

技術開発試験

栽培施用技術確立

システム開発
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現地実証に向けた具体的協議の進捗

農業法人

現地JA

現地JA、農業法人

プロジェクト提案時に想定していた50地区候補（現地JAおよび農業法人）について、研究開発
の進捗等を踏まえ精緻化し、2025年度以降の現地実証を推進

（１）現地JA
・連携有望な現地JAに対して、現地実証の協議具体化を加速
・一部県域においては、連合会等と連携し、実証推進に係るフォロー体制を構築

（２）農業法人
・高機能バイオ炭を活用した環境配慮農法の面的普及を企図し、
地域の中核的な担い手である農業法人との連携を強化
・栽培試験等の委託先を中心に、現地実証に係る協議を具体化

現地実証に向けた取り組み状況

基本的な考え方

2025年度以降の現地実証50地区を決定
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開発技術の社会実装に向けた取り組み

コンソーシアム・NEDO・農林水産省と連携したアウトリーチ活動

プロジェクトの取り組みに係る理解促進、食と農に携わる多様なプレイヤーと、
農地炭素貯留と生産性向上を実現する新たな環境配慮農法の可能性を
考えることを目的に実施

【公開セミナータイトル】

農地炭素貯留と生産性向上を実現する新たな環境配慮農法の社会実装に向けて
～農業副産物から生まれる高機能バイオ炭の可能性を探る～

【開催日】
2024年6月11日(火) 14:00～16:40

【会場】
大手町サンケイプラザ（東京都千代田区）

【主催】
高機能バイオ炭コンソーシアム
（ぐるなび、全農、片倉コープアグリ、ヤンマーエネルギーシステム、農研機構）
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

【参加者】
対面参加：100名／オンライン：600名以上

＜参加者の主な属性＞
大学・研究者（20.0%）、農業・農業団体（16.8％）
官公庁（11.5％）、農機メーカー（9.2%）
その他アグリビジネス（7.2％）、食品製造業（3.6％）
卸売業（3.2％）、小売業（1.2％）
その他：コンサルタント、金融機関、化学・素材メーカー、

建設業、電力会社、学生 など

【プログラム】
１．主催者挨拶/ぐるなび、NEDO
２．来賓挨拶/農林水産省
３．GI基金事業での農業プロジェクトの紹介
４．実践報告
（１）「JAぎふが実践する環境配慮・脱炭素の取組と今後の展望」

ぎふ農業協同組合 代表理事組合長 岩佐 哲司 氏
（２）「未利用資源を活用した次世代農業エコシステムの実証と普及について」

株式会社TOWING 取締役COO 木村 俊介 氏
（３）「イオントップバリュの環境に配慮された農産物の取組み」

イオン株式会社 環境･社会貢献部 マネージャー代理 堂本 典宏 氏
５．パネルディスカッション
「環境配慮」と「行動変容」の視点から持続可能な食と農の在り方を考える
コーディネーター：立命館大学 経営学部 教授

（日本バイオ炭研究センター 副研究センター長）依田 祐一 氏

コンソーシアム各社によるプロジェクト紹介 パネルディスカッション



ビジネスモデルについて
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研究成果と社会実装の全体像

研究成果

ヤンマー

エネルギー

システム

片倉

コープ

アグリ

全農

農研機構

ぐるなび

高効率バイオ炭
製造設備

配合レシピ

微生物資材

（農研機構作成）
栽培技術体系
マニュアル

環境価値
評価API

社会実装

【権利】微生物特定・培養技術

【権利】環境価値評価手法

【公開】一連の施用体系、

実用的手法

【権利】微生物特定・培養技術

【権利】高効率バイオ炭製造設

備技術

バイオ炭等のICT
地域間融通システム

環境価値評価
システム

【権利】システム差別化の源泉

となるノウハウ

環境価値農産物

高機能バイオ炭

混合（バイオ炭製造拠点）販売

販売

無償提供

現地JA等

生産者

有償提供

高機能バイオ炭

無償提供

WAGRI

有償提供 混合（現地で）

研
究
開
発
内
容
１

研
究
開
発
内
容
２

流通

農地施用

バイオ炭
微生物
資材

販売 販売
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2031年度の社会実装時の現地JAのビジネスモデル

①高機能バイオ炭の供給による購買事業の伸長
②収量向上による農産物取扱高の増加、有利販売による販売事業の伸長
③産地としてブランド化、地域の活性化
④環境配慮農法の栽培技術指導を通じた担い手の育成・確保
⑤J-クレジットの活用による農業者の副収入機会の創出

現地JAの戦略

卸売市場

小売現地JA

生産者

高機能バイオ炭の供給、
栽培技術指導

環境価値農産物の集荷

栽培管理情報
（バイオ炭の
施用情報）

J-クレジット創出、
販売代金の還元

農産物の販売代金還元

企業

J-クレジット
販売

J-クレジット
の販売代金

消費者

環境価値へアクセス、
情報取得

原料バイオマスの活用

高機能バイオ炭製造

環境配慮農法の全国普及を支えるデジタル基盤【栽培管理システム】【バイオ炭等のICT地域間融通システム】【環境価値評価システム】

産地としての
環境価値の
見える化

J-クレジット活用の
とりまとめ

EC

資材代金の清算

外食産業

トレーサビリティ
情報

食品メーカー
食品仲卸

農産物への
環境価値の付与

自治体

企業版ふるさと納税
等の制度活用

資材の流れ

農産物の流れ

お金の流れ

情報・サービスの流れ

株主優待
等

環境価値へアクセス、
情報取得

トレーサビリティ
情報
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デジタル基盤の普及を加速化させ食農分野のDXを推進

「農業現場のDX実現」（生産性向上）を、短～中期で実現
「カーボンニュートラル」という社会的課題に取り組みつつ、
「農産物に関するデータがデジタルに集約される次世代の農業現場」の実現
をすることで、生産者の収益性向上、及び、飲食店/消費者と農業産地をつなぐ
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環境価値農産物の産地開発・有利販売に向けたロードマップ

コンソーシアムが引き続き連携し、全国的な農地炭素貯留を推進
①現地JA等を中心に、バイオ炭製造設備の導入を推進し、高機能バイオ炭の広域流通を実現
②実証地区での有利販売の事例を横展開し、環境価値農産物の市場拡大を推進

社会実装後



補足資料

21



22

昨年度WGでの指摘事項と対応状況

指摘事項（共通） 対応状況

社会実装を目指していくにあたり、経済性の観点から、コストとカーボンクレジッ
ト、その他の収益等との関係を検討したうえで目標とするコストを明確にし、事
業化の判断基準を明確にして研究開発を進めていくべきである。適切な KPI
を設定し、状況に応じた変更も含め、アジャイルに見直しを行うことが必要。

バイオ炭製造、微生物資材調達、現地配合、農地施用に係るコストを生産性向上により補う試算を
行いつつ、有利販売、Jクレジットによる収益増加をはかり、導入インセンティブ明確化に向けて取り組み
ます。なお、農作物は年に１度程度しか栽培試験を行うことができないことが多く、短期的なKPI見直し
になじまない場合もありますが、試験結果から適宜フィードバックをかけ、直近の目標を見直しながら研究
開発を進めてまいります

世界のルールメイキングを待つのではなく、国際的なカーボンクレジット認証やプ
ロジェクト成果の価値向上の活動等に積極的に関わり、PJ の技術がビジネス
面で世界的に高く評価されるような取組を検討すべきである。

炭素貯留、バイオ炭については、IPCCでの地球規模の基準づくり開始当初から継続して参画するととも
に、それに基づいた日本の技術体系をアジア諸国で標準化するための取組みをコンソメンバーとともに実
施します。

指摘事項（ぐるなび） 対応状況

バイオ炭の地域間融通システム、環境価値評価システム、栽培・出荷管理シ
ステム等のプラットフォームについて生産者のニーズやメリットを明確にし、システ
ムの需要と詳細内容を具体的に示すことが必要。

開発を進めているデジタル基盤は、農業者やJAにおける業務負担を最小限に抑えた設計にすることが
必須であり、2024年度～25年度にかけて、現地JAでのUATや複数の実証地区（JAおよび農業者
等）での現場適合性分析を実施、現場ニーズ等をシステムに反映させ、現場に広く普及するよう開発
をすすめます。

高機能バイオ炭の施用により栽培された農作物が消費者に選ばれるために、コ
スト競争力の観点とともに環境価値をどのように訴求していくのか具体的に示す
ことが必要。

慣行農法と比較した場合に、環境価値を定量的に「見える化」し、広く一般の消費者などにも訴求でき
るものとして開発に取り組みます。その際、コスト構造の変化についても考慮します。
将来的に高機能バイオ炭の農地施用が全国普及した場合、当該農産物が慣行農産物に置き換わり、
消費者の購買行動を通じた農法の普及や産地形成を想定。市場形成の初期段階では、外食等を通
じた食体験などを通じた、消費者に対して効果的な訴求、小売等を事業者と連携した需要喚起対策
に取り組みます。

海外展開への戦略やルールメイキングについては、システムができあがるのを待つ
のではなく、研究開発と平行して早期に検討すべきである。

プロジェクトでの開発技術の親和性の高いASEAN諸国をはじめとするアジアモンスーン地域における市
場調査と国際標準化の取組みに向け現地調査を開始。特に農研機構では、BRIDGEやAPO-COE
プログラムを活用した展開をすすめており、コンソーシアムとして、これらと連動して取り組みます。
海外戦略として、コンソ各社が連携し、製造機器の輸出とともに、技術のライセンス供与と農業機械類
や資材や農産物・食材の管理・評価システムのパッケージ販売を含めて、原料確保から製造、施用技
術、微生物資材の活用、栽培管理、農産物の品質・環境価値評価、から農産物販売までの提供を
目指し、検討を進めます。
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デジタル基盤が支える食農分野のカーボンニュートラル

• 農産物の栽培管理や出荷、販売に係る事務手
続きや商慣行のペーパーレス化の遅れ

• 行政手続きのデジタル対応の遅れ
• データを活用した農業経営を行う農業者は全体
の2割以下

現状

• 農業従事者が高齢化・減少が進む中、DXによる飛躍的な
生産性向上は喫緊の課題

• 社会全体のDXの流れに乗り遅れることなく、確実に農業
DXを実現し、加速化していくことが不可欠

• 需要の変化を常に注視し、新たな需要に迅速に対応してい
く必要

農業・食関連産業の課題

• 農業者の高齢化・労働力不足等の社会変容に対応
しつつ、生産性を向上させ、農業者の所得向上や生
産拡大への貢献

• データを活用し、消費者ニーズを起点として、農業経
営の高度化や生産から流通・加工、販売など、食と農
に関わる様々な活動の支援

求められる課題への対応

農家が記録した栽培管理情報をベースに、
①J-クレジット制度の活用、②環境価値
の付与、③流通過程でのトレーサビリティの
確保を一気通貫で実現するフードチェーン
全体のデータプラットフォームとして開発

開発するデジタル基盤の特長

【研究開発上の課題】
• 生産現場の実態として、システムの利
活用が全体的に進んでいないこと

• デジタル化の目的が作業の省力化や効
率化に留まっている

• デジタル導入には入力の負担感を抑え
たシステム設計にすることが必須
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環境価値農産物等の有利販売に向けたアセットの活用イメージ

加盟飲食店ネットワーク
若手等シェフネットワーク

飲食店・シェフネットワーク

飲食店等向けメディア
ユーザー向けメディア

メディア力

食品製造、厨房等食関連企業、
自治体ネットワーク

食関連産業ネットワーク

【活用のイメージ】
⚫ 食材にこだわりを持つ飲食店への環境価

値農産物の価値訴求・仕入判断変容の

促進

⚫ 環境対応を進める外食チェーン店等におけ

る、環境価値農産物の需要・消費拡大機

会提供

⚫ 飲食店での食体験を通じた消費者への環

境価値の訴求等

環境価値農産物の消費・需要拡大

【活用のイメージ】
⚫ 高機能バイオ炭等の施用による環境価

値、生産者やシェフの思いをメディアを通

じ飲食店等へ訴求

⚫ 環境価値＝社会貢献等の新たな価値

観づくりに向けての定期的な情報発信

等

飲食店や消費者の行動変容機会提供

【活用のイメージ】
⚫ 大手外食や食品・飲料メーカー等のサ

プライチェーンでの当該システム導入によ

る、環境価値創出とブランド力向上、制

度への対応を加速

⚫ 自治体等を中心としたGHG削減の地

産地消モデルの導入 等

環境価値を通じた
外食産業等の社会貢献
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直近（2025年度）のマイルストーンに関する進捗まとめ①

担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

片倉コープアグリ 有用微生物の同定・培養法
の確立、試験増殖

候補微生物を１菌株以上選抜し、特定す
るとともに、それら候補微生物の固定・培養
法を確立

〇
・計画通り有用微生物の分離、選抜を実施
・実証向けプロトタイプ資材の提供量が想定よ
り前倒し実施

農研機構 バイオ炭親和性を認めた微生
物菌株から機能性による選抜

農作物に対する肥料成分の供給や生育促
進等を助ける有用微生物を１菌株以上特
定

〇
・農研機構および再委託先において、計画され
た試験を遂行

1-① 有用微生物の探索・同定・培養法の確立

担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

ヤンマーエネルギー
システム

高効率バイオ炭製造技術の
開発

イネもみ殻を原料としたバイオ炭の製造コス
トが3万円以下(理論値)となる製造法を確
立

△

・電気炉周辺設備機器の納期遅れ、安全対
策を実施
・実施場所の決定遅れ
・計画外のもみ殻受入設備の設計検討中
・全て自動化ではなく、人手をかけての試験方
法も考案することで計画通り試験を開始

1-② 高効率バイオ炭製造技術の開発
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担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

農研機構 バイオ炭の連年施用に伴う農
作物影響調査

10作物以上でバイオ炭連年施用の影響に
ついての基礎的データを収集

〇

・冬作作物では初年度(1回目)の栽培試験を
終了、試料の分析やデータ解析中
・夏作作物では2年目(2回目)の栽培試験を
開始

2-① バイオ炭の連年施用に伴う農作物影響調査

担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

全農 バイオ炭の農地施用までの実
用的施用体系の確立

もみ殻の収集からバイオ炭の製造（配合）、
農地施用までの一連の実用的な施用体系
を確立するための現地予備試験等をJAで
実施

〇

・再委託先のJAにおいて、試験設計の協議およ
び設定にもとづき圃場への散布試験、その後の
生育の確認

農研機構 現地配合・農地施用法の開
発

簡便かつ低コストに製造（配合）するため
の製造法及び効率的な農地施用法を開
発 〇

・バイオ炭（湿潤もしくは乾燥）、微生物資材、
水の配合タイミングを複数比較
・代替微生物資材を用いた高機能バイオ炭
（代替）の現地での配合法・施用法の検討を
実施

ぐるなび バイオ炭等のICT地域間融通
システムの開発

原料バイオマス（イネもみ殻）や製造され
たバイオ炭の需給をマッチングさせるWebシ
ステム（プロトタイプ）を開発

〇
・要件定義、仕様策定が概ね完了
・J-クレジット申請に係る、プロジェクト申請機能、
認証申請機能等を開発

2-② 高機能バイオ炭の農地施用体系等の確立

直近（2025年度）のマイルストーンに関する進捗まとめ②
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担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

農研機構 地域条件を考慮した栽培技
術体系の確立

営農慣行も考慮しつつ、高機能バイオ炭の
連年施用が可能となる栽培技術体系を5
以上確立

〇
・新規微生物資材（プロトタイプ）を活用した
試験を先行実施（2024年秋は水稲、ホウレ
ンソウ）

2-③ 高機能バイオ炭施用効果の現地実証試験

担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

農研機構 環境価値評価手法の開発 現行のGHG推計モデルの拡張・高度化し、
水稲、畑作物、野菜、果樹、飼料作物・
牧草の主要40品目以上を対象とする

〇

・全国のマップ作成を今年度中に完成させるべく
順調に作業を進行中
・ Web-API開発については、受け渡しデータ項
目の整理を進めた

2-④ 環境価値評価手法の開発

担当企業 課題 直近（2025年度）のマイルストーン 進捗状況 取り組み詳細

農研機構 全国土壌図データベースの開
発

農地1筆毎の評価に適用可能となるよう全
国土壌図データベースを開発するとともに、
気象データ等と当該土壌図とを紐付けるた
めの設計及び評価を実施

〇

・計画通り有用微生物の分離、選抜を実施
・実証向けプロトタイプ資材の提供量が想定よ
り前倒し実施

ぐるなび 環境価値評価システムの開
発

農研機構が開発するGHG評価手法に基
づいて評価を行い、農産物に付与された評
価結果（環境価値）が保持されたまま集
出荷が行われるための仕組みを開発

〇

・ユーザビリティを考慮し機能要求の精緻化
・環境価値評価に必要な農作業項目の登録
が出来るよう、栽培・出荷管理システムへの要
件定義、仕様策定を実施

2-⑤ 環境価値評価システムの検討・開発

直近（2025年度）のマイルストーンに関する進捗まとめ③
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